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スマートシティ官民連携プラットフォーム
「スマートシティの財政面からの持続性確保」分科会
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報告書(官民連携プラットフォームWebsiteにて公表)

官民の実務者たる団体が一堂に会し、我が国におけるスマートシティのファイナンスの在り方
を検討しました
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活動の概要

アンケート調査・個別インタビュー・意見交換会を通じ、官民の各プレイヤーが抱えるファイナ
ンス面の課題を抽出共有するとともに、解決の方向性を討議しました

アンケート調査
 プラットフォーム参加469団体に送付、90団体より回答を受領
 企業・大学研究機関等、地方公共団体、コンソーシアム・協議会、の３パタンにて実施
 収益モデル、推進組織設計、公共セクターへの期待、事業化に向けての課題認識等を調査

個別インタビュー
(第１回)

 事務局から分科会参加団体にインタビューを実施(面会ないし電話)

 15団体に対し実施
 各団体の課題認識について、幅広に意見を聴取

意見交換会
(第1回)

 デロイトトーマツグループのセミナールームにて実施(２時間)
 23団体が参加

 スマートシティの創出価値、受益者、検討の時間軸、などファイナンスに関連する幅広な論点を討議。
各団体の基本的な課題認識について相互に共有。

個別インタビュー
(第2回）

 事務局から分科会参加団体にインタビューを実施(ウェブ会議)

 9団体に対し実施
 本中間報告書の要旨を提示し、意見を聴取

意見交換会
(第2回)

 ウェブ会議にて開催。(２時間）
 22団体が参加

 本中間報告書の素案を提示。特に公共セクターが果たすべき役割への期待や課題にフォーカスして
意見交換を実施。
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コロナ禍による活動休止
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デロイトトーマツグループは、日本におけるデロイト アジアパシフィック リミテッドおよびデロイトネットワークのメンバーであるデロイトトーマツ合同会社ならびにそのグループ法人（有限責
任監査法人トーマツ、デロイトトーマツ コンサルティング合同会社、デロイトトーマツ ファイナンシャルアドバイザリー合同会社、デロイト トーマツ税理士法人、DT弁護士法人およびデロ
イト トーマツ コーポレート ソリューション合同会社を含む）の総称です。デロイトトーマツグループは、日本で最大級のビジネスプロフェッショナルグループのひとつであり、各法人がそれぞ
れの適用法令に従い、監査・保証業務、リスクアドバイザリー、コンサルティング、ファイナンシャルアドバイザリー、税務、法務等を提供しています。また、国内約30都市以上に1万名
を超える専門家を擁し、多国籍企業や主要な日本企業をクライアントとしています。詳細はデロイトトーマツグループWebサイト（ www.deloitte.com/jp ）をご覧ください。

Deloitte（デロイト）とは、デロイトトウシュ トーマツリミテッド（“DTTL”）、そのグローバルネットワーク組織を構成するメンバーファームおよびそれらの関係法人のひとつまたは複数を指
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的に独立した別個の組織体であり、アジアパシフィックにおける100を超える都市（オークランド、バンコク、北京、ハノイ、香港、ジャカルタ、クアラルンプール、マニラ、メルボルン、大
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Deloitte（デロイト）は、監査・保証業務、コンサルティング、ファイナンシャルアドバイザリー、リスクアドバイザリー、税務およびこれらに関連するプロフェッショナルサービスの分野で世
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本資料は皆様への情報提供として一般的な情報を掲載するのみであり、その性質上、特定の個人や事業体に具体的に適用される個別の事情に対応するものではありません。ま
た、本資料の作成または発行後に、関連する制度その他の適用の前提となる状況について、変動を生じる可能性もあります。個別の事案に適用するためには、当該時点で有効
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